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� 改正電気通信事業法がもたら
すもの

電気通信サービスについて、その利用者のプ

ライバシーを保護し、セキュリティやガバナン

スを確保することを目的として、２０２２年６月１３

日、改正電気通信事業法が可決・成立し、２０２３

年６月１６日から施行される。とりわけ外部送信

規律は、「通信関連プライバシー」の保護の観

点から１、かつて「準個人情報」２として議論さ

れた情報も含めた、幅広い利用者に関する情報

の外部送信を対象に送信先の名称等の公表を求

める点で注目を集めている。

他方で、外部送信規律も業規制の一種として

定められたため、その対応上、自ずと他の電気

通信事業法上の規制対応も確認する必要が生じ

る。すなわち、改正電気通信事業法は、個人情

報保護法が規律する範囲を超えたプライバシー

保護の「先駆け」的な役割を期待されている一

方で、業規制としての影響範囲の拡大や外為法

等の他法令の適用への波及といった副次効果も

有している。そこで、本稿では、電気通信事業

法の基本構造を踏まえつつ、改正法がプライバ

シー保護やセキュリティ、ガバナンス実務に与

える影響とその対応を解説する。

� 電気通信事業法の基本構造

電気通信事業法上の規制の多くは「電気通信

事業者」を対象として定められている。そし

て、電気通信事業者は、「電気通信事業を営む

ことについて、（略）登録を受けた者及び

（略）届出をした者」（２条５号）と定義され

ている。しかし、電気通信事業法上、登録及び

届出をしていない者でも、例外的に外部送信規

律等の一定の規制の適用対象になり得る（１６４

条３項）。このような電気通信事業法の建付け

に照らすと、自社（グループ）のどのサービス

が外部送信規律の適用対象になるかをスクリー

ニングする際には、まずは「電気通信事業」該

当性を確認し、登録又は届出の要否を検討する

ことになる３。

この点、電気通信事業法上は、電気通信事業

を営もうとする者は、事業開始予定日より前

に、�原則として登録を受ける必要があり、�
登録を受ける必要がある者以外は、届出を行う

必要があるかを検討することが定められている

（９条１項、１６条１項）。この登録は、光ファ

イバ、海底ケーブル等の「電気通信回線設備」
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